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１．はじめに
李（２０１６）では，電子通信設備製造業を研究対象とし，中国の各省の特許補助金政策が企業の国
＜要約＞
本稿では，近年急増がみられる中国特許出願の質が，特許政策と関係があるか否かを実
証的に分析した１）。先行研究の李（２０１６）では，電子通信設備製造業に関する分析を行っ
たが，本稿ではこれに交通輸送設備製造業の分析を付け加えた。一般に，外国出願はその
質が高いと考えられている。そこで，本稿では企業属性データによるコントロールを行い，
特許補助政策が外国出願に与えた影響を，バイナリー分析を用いて検証した。
分析の結果は，以下のようであった。
電子通信設備製造業については，各省政府の特許補助政策のうち，出願補助ダミーは国
際 PCT出願に正で有意な影響が検出された。また，資本支配上の企業所有制の外資企業
ダミーと私営企業ダミーはいずれも正で有意に推計されており，私営企業ダミーのパラメ
ーターは最も大きい結果となった。
次に交通輸送設備製造業について，登録ダミーに関しては，タイムラグを入れることに
より有意性が確認できた。出願ダミーに関しては，より長いタイムラグをとる場合，有意
となるが，登録ダミーほど頑健な結果ではなかった。このような結果は，出願段階よりも
登録段階における補助政策が効果を発揮しやすいことを示唆しているといえよう。
一般に，外国出願がある特許は質が高いと考えられているため，各省政府の特許出願補
助政策は特許の質の改善に寄与している可能性が示唆された。
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１）本稿は，李（２０１６）の第３章を発展・拡張したものである。
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内特許出願数およびWIPO（世界知的所有権機関）への国際特許出願数（PCT特許出願）に与え
た影響を検証した。各省政府が実施している特許出願補助政策は，おおむね中国企業の国際 PCT
出願に正で有意な影響が検出された。一般的には，特許の国際出願がある場合，その特許の質が高
いと考えられている。そのため，政府の特許補助政策はある程度特許の質の改善に貢献しているこ
とが実証された。
しかし，その分析では電子通信設備製造業に限定しており，他の産業に対する分析を行っていな
かった。そこで本稿では，交通輸送設備製造業を分析対象とし，中国の各省政府特許補助金政策が
企業の国際特許出願数に与えた影響を検証する。
さらに，李（２０１６）の分析では PCT特許出願に限定していた。国際出願する場合，PCT出願は
重要なルートであるが，PCT出願ルートを取らず，直接外国の特許庁へ出願することも可能であ
る。とりわけ，アメリカや日本またはヨーロッパへ出願する場合，こうした単独ルールによる特許
出願も質が高いと考えられている。本稿では，PCT出願のみならず，単独ルートによる中国以外
の特許庁への出願も分析対象に含め，分析の精度を向上させる。
２０００年代半ばより，中国政府は「国家知的財産権戦略」を制定し始め，２００８年６月に国務院は「国
家知的財産権戦略綱要」を公布した。「第１２次５ヵ年計画」（２０１１～２０１５年）では，２０１５年までに，１
万人当たりの発明特許取得件数を３．３件に高めることが目標とされた。中国政府は中国企業の知的
財産権の取得を促している。また，１９９９年に，上海市政府は上海の企業・大学・研究機関または住
民を対象とし，特許を出願する場合，出願費用や実体審査請求費用２）を補助する政策を打ち出した。
その後，他の地方政府も特許出願に補助金を支給し，２００７年までに，全国の３１の省・直轄市・自治
区のうち，寧夏及び甘粛を除き２９の省・直轄市・自治区が特許出願に補助金を支出することになっ
た。
こうした政策の効果もあり，２０００年代に入り，中国の発明特許出願数は急速に増加している。２０００
年以後，中国国家知的財産権局（SIPO，特許庁に相当）への発明特許出願数は２８％の年平均伸び
率で急増し続けてきた。WIPOの統計によれば，２０１４年に，中国知的財産権局は９２．８万件の特許出
願を受理し，特許出願の受理数では世界第１位となった。また，国別の国内・国際出願の合計数を
見ると，２０１４年に中国の出願人３）は８３．７８万件の特許を出願し，アメリカの５０．９５万件や日本の４６．６０
万件を大幅に超え，世界第１位の特許出願国となった（World Intellectual Property Organization
２０１５, pp．２３―２６）。こうした趨勢のなか，特許出願爆発の原因についはいくつかの実証研究が行わ
れているが，特許の質に関する分析は極めて少ない。そこで本稿では，外国出願に注目し，中国特
許の質に関する分析を行う。分析の結果は，以下のようであった。
電子通信設備製造業については，各省政府の特許補助政策のうち，出願補助ダミーは国際 PCT
出願に正で有意な影響が検出された。また，出願数が最も多い２社華為（Huawei）と中興（ZTE）
をコントロールしても，出願補助ダミーはやはり国際 PCT出願に正に寄与し，パラメーターも大
きくなり，有意水準も強くなった。さらに，資本支配上の企業所有制の外資企業ダミーと私営企業
ダミーはいずれも正で有意に推計されており，私営企業ダミーのパラメーターは最も大きい。
次に交通輸送設備製造業については，登録ダミーに関しては，タイムラグを入れることにより有
意性が確認できた。出願ダミーに関しては，５期のタイムラグをとる場合，有意であるが，登録ダ
２）出願費用及び実体審査請求費用の詳細について，４を参照。
３）第１出願人ベースでの統計データである。
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ミーほど頑健な結果ではなかった。
２．国内出願と PCT出願の動向
まず中国における特許出願急増の動向について述べておこう。
図１は中国知的財産権局が受理した発明特許出願数の推移を示している。ここの出願数は，PCT
出願のうち，中国へ移行した出願数を含む。『特許法』が実施された直後の１９８６年に，中国知的財
産権局は計８，００９件の発明特許出願を受理した。そのうち，中国出願人からの出願は計３，４９４件であ
り，半分以下にとどまっていた。一方，外国からの出願は４，５１５件で，全体の５６％を占めていた。
２０００年以降，発明特許出願数は急増し始め，２０１４年に中国知的財産権局が受理した特許出願数は９２．８
万件へと急増し，２８年間で１１６倍の増加となった。１９８６～２０１４年に，実質国内総生産は約１３．５倍に
増加したにすぎないので，特許出願数の伸びは国内総生産の伸びをはるかに上回っている。
また，１９８６～２００２年に，外国からの出願は５割を占めていた。２００３年に，合計１０．５万件出願のう
ち，中国国内出願人からの出願は５．７万件で，５４％を占めており，外国からの出願を上回るように
なった。その後，中国国内からの出願は急増し続け，２０１４年になると，合計９２．８万件出願のうち，
国内による出願は８０．１万件であり，合計の８６％を占めている。
中国知的財産権局への出願のみならず，中国出願人によるWIPOへの PCT特許出願も急増して
いる。WIPO（World Intellectual Property Organization）とは，世界知的所有権機関であり，特許
図１ 中国への発明特許出願の推移（１９８６～２０１４年）
（出所：国家知識産権局『専利統計年報』各年版，『中国科技統計年鑑』各年版より作成）
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権，実用新案権，著作権などの知的所有権を保護するために設立された国連の専門機関である。
PCT出願は国際出願の重要なルートである。PCTとは，特許協力条約（Patent Cooperation Treaty）
を意味する。PCTに基づいて１つの国際特許を出願することで，PCTのすべての締約国に同時に
出願したことと同じになる。WIPOによれば，２０１６年現在，PCT締約国は１５０ヵ国である。複数の
国へ別々に出願することに比べ，PCT出願は１つの国際特許出願により多数の国で出願できるた
め，企業にとっては有用性が高い。ただし，PCT出願した場合，公開公報のみ公開され，WIPO
では実体審査は行われず，登録もされない。各国で特許権利を獲得したい場合は，特許権利を獲得
したい国へ PCT出願を移行する必要がある。移行した後，各国の特許法に従い，審査請求や審査
官とのやり取りなど，登録までに必要な手続きをとる必要がある。
中国の出願人による PCT出願は急増している。図２は２０００～２０１５年の PCT特許出願上位国の出
願数の推移を示したものである。２０００年に，中国はわずか７８１件の PCT出願しか行っておらず，世
界（９３，２３８件）の０．８％にすぎなかった。アメリカ（３８，０１５件）やドイツ（１２，５８１件）の出願数と
比べると，中国の PCT出願数は無視できるほどの数字であった。しかし，２０１３年になると，中国
は計２１，５１５件の PCT出願を行い，ドイツ（１７，９２０件）を超え，アメリカ（５７，４５８件）や日本（４３，７７１
件）に次ぎ，世界第３位の PCT出願国となった。２０１５年に，中国からの PCT出願数はさらに２９，８３６
件へと増加し，世界の１３．７％を占めるようになった。２０００年から２０１５年にかけて，僅か１５年間のう
ち，中国の PCT出願数は実に３８倍も増加した。同時期に，世界の PCT出願数は２．３倍増にすぎな
いことを考慮すると，中国の PCT出願が爆発的に増加していることがうかがえる。
図２ 発明特許の国別PCT出願（２０００～２０１５年）
（出所：WIPO statistics database, Last updated : August２０１６の検索データに基づき作成）
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３．先行研究
中国の特許急増要因を実証的に分析した研究はすでに幾つか存在している。Li（２０１２）は中国の
各省政府がはじめて特許補助金政策を実施した年をダミー変数とし，省レベルの特許出願数の集計
データを使い，各省政府が実施した特許補助金が特許出願数へ与えた影響を検証している。Li（２０１２）
によれば，省政府が実施した特許補助政策は，大中規模の工業企業４），大学，個人，研究機関の特
許出願数の増加に対し統計的に正の有意な影響を及ぼしている。
Dang and Motohashi（２０１５）は大中規模工業企業の個票データを使い，省別の特許補助金を出
願補助，審査補助，及び登録補助に分け，補助金額に応じて０，０．５，１のカテゴリー変数を作り，
特許出願数及び登録数への影響を検証した。出願補助金と登録補助金は特許の出願数，登録数へ正
の影響が検出された。また，補助金政策が特許の質に与えた影響についても分析している。一般に，
請求項が長い特許ほど，特許権利請求範囲が狭くなるので，特許の質は低いと考えられている。そ
こで，Dang and Motohashi（２０１５）は第一請求項５）の名詞数を特許の質の代理変数と見なし，これ
を被説明変数とした回帰分析も行っている。その結果，登録補助は特許請求の範囲に負の影響，つ
まり，登録補助は特許請求の範囲を狭くさせる影響のあることが明らかとなった。これは，特許補
助が特許の質を低下させる傾向にあることを示唆している。
伊藤・李・王（２０１４）は中国四川省成都市のデータを用いて，各政府レベルと，各カテゴリーの
政策が，企業の知的財産権出願数，新製品数，工程改善数にどのような影響を与えているかを傾向
スコアマッチング法によって推計している。傾向スコアマッチング法とは，政策措置が行われる以
前の企業状態を推測して，措置後の企業状態から政策効果を抽出する方法である。その結果，全政
策の平均として，知的財産権出願数を約２件増加させる効果のあることが報告されている（伊藤・
李・王２０１４）。
Hu and Jefferson（２００９）は１９９５～２００１年の中国大中規模工業企業の個票データを使い，発明特
許数，実用新案及び意匠の出願数の集計値を被説明変数とし，中国の広義の特許生産関数を推定し
た。その結果，研究開発費支出，外国からの直接投資（FDI），WTO加盟のために２０００年に実施さ
れた中国特許法の改訂ダミー，国有企業改革ダミーなどが特許出願数にプラスの影響を及ぼしてい
ることが明らかとなった。
Hu（２０１０）は中国知的財産権局のデータベースおよびアメリカ特許庁（USPTO）のデータベー
スを用い，外国から中国への特許出願の増加要因を分析した。それによると，日本，韓国，台湾の
登録特許の増加は，中国の実用新案出願を増加させる傾向にあり，アメリカやドイツの登録特許か
らは影響を受けていないことが指摘されている。その原因として，中国は対米貿易が黒字であり，
対日本・韓国・台湾貿易が赤字であるため，中国企業は日本・韓国・台湾の技術を模倣していると
４）大規模の工業企業とは，従業員が２，０００人以上，売上高が３億元以上，資産総額が４億元以上の企業である。中
規模の工業企業とは，従業員が３００～２，０００人，売上高が３，０００万～３億元，資産総額が４，０００万～４億元の企業で
ある（２００３～２０１０年基準）。２０１１年に中国国家統計局が前記基準を調整したために，それ以後，大規模の工業企業
は，従業員が１，０００人以上，売上高が４億元以上の企業である。中規模の工業企業は，従業員が３００～１，０００人，売
上高が２，０００万～４億元の企業を指す。
５）「請求項」とは，特許権利の請求範囲の項目を意味する。一般的には，１つの特許出願には複数の請求項がある
が，特許権利の最初に記載される請求項が第一請求項と呼ばれる。
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解釈している。
上記のように中国の特許出願爆発に関して，実証分析が行われているが，幾つかの課題も残され
ている。
中国の各省はいずれも特許補助政策を実施しているが，その政策の中身は著しく異なっている。
第１に，権利化プロセスにおける補助の仕方が省によって異なっている。出願を条件に補助金を支
出する省もあれば，登録された特許のみに補助金を支出する省もある。また，出願，審査請求と登
録のそれぞれの時点で補助金を支出している省もある。第２に，特許費用の補助の仕方の違いがあ
る。権利化プロセスにおける，出願・審査請求・登録・登録維持には特許料が課されるが，これら
の特許料のすべてを補助する省もあれば，一部のみを補助する省もある。また，各段階の特許料の
全額を補助する省もあれば，その一部しか補助しない省もあり，一部しか補助しない省においてそ
の金額も異なる。第３に，補助政策の改訂が頻繁に行われている。同じ省の特許補助政策は変わら
ないわけではなく，ほぼすべての省は特許補助政策を何度か改訂した。出願の時点で補助金を出す
政策から，登録時点で補助金を出す政策に変更する場合もあれば，または補助金額が変わる場合も
ある。
しかし，Li（２０１２）は補助金の種類や補助金の金額，または同じ省の補助金政策の時系列での変
化を考慮しておらず，単純に初めての特許補助金政策の実施年を境に，実施前を０，実施後を１に
するというダミー変数を政策変数として用いている。出願すれば補助金を受けられる政策と，登録
された特許のみが補助金を受けられる政策は，特許出願行動に異なった影響をもたらすことが予想
される。そのため，Li（２０１２）の研究はこの点で，各省の特許補助金政策の効果を厳密に検出した
分析とはいいがたい。
Dang and Motohashi（２０１５）は，政策変数を出願，審査，登録補助金に分けているので，Li（２０１２）
の分析を発展させていることになる。ただし，第一請求項の名詞数のみを特許の質の代理変数と見
なしてよいかは疑問が残る６）。また，近年，中国は国内への出願のみならず，外国への国際出願も
増加させている。それにも関わらず，中国の各省の補助金政策が国際出願の増加に与えた影響は検
証されていない。
伊藤・李・王（２０１４）は，傾向スコアマッチング法によって中国のイノベーション政策全般が知
的財産権出願数（発明特許，実用新案，意匠を含む）に与えた影響を分析しているが，中国四川省
成都市に限定され，全国レベルに関する推計は行われていない。
また，先に述べたように，中国の特許出願数は２０００年から急増し始めた。しかし，Hu and Jeffer-
son（２００９）は１９９５～２００１年のデータを使っているため，２００２年以降の特許出願数の急増を説明で
きない。
さらに，発明特許とは異なり，実用新案は無審査主義であり，意匠はデザインなので，いずれも
発明特許ほどの技術革新や技術改善を意味するとはいえない。ところが，Hu and Jefferson（２００９）
は発明特許，実用新案，意匠の集計値を特許の出願数としているため，発明特許出願数のみの分析
とはなっていない。そこで，イノベーションに直接関係する発明特許出願数のみで分析する必要が
ある。
６）一般に，被引用回数，権利存続年数，請求項数，ファミリー（family）数（同一の特許出願を複数の国に出願す
る場合のすべての特許出願国数である）などは，特許の質の代理変数としての有用性が確認されている。例えば，
Lanjouw and Schankerman（１９９９，２００４），山田（２００９）などを参照。
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以上のように，先行研究は出願数の急増原因が中心であり，質に関する分析は十分とはいえない。
４．中国の特許制度
ここでは，実証分析先立ち中国特許制度の経緯を概観しておこう。中国の主な知的財産権法律・
法令は１９８０年代から整備されてきた。
１９５０年８月１７日に，中国政務院（当時，現在の国務院に相当する）は『発明権・特許権の保障に
関する暫定条例』（原文『保障発明権与専利権暫行条例』）を公布した。しかし，当条例に基づき，４
件の特許権と６件の発明権が登録されたにすぎなかったので，同条例は１９５６年以降事実上停止され
た（楊・馮２０１４，p．１５７）。
１９６３年１１月３日に，国務院は『発明奨励条例』を公布した。同奨励条例の公布により，上記『発
明権・特許権の保障に関する暫定条例』は廃止されることとなった。それ以後，１９８４年までに，中
国には特許制度は存在しなかったのである。
１９８４年３月１２日に，第６次全国人民代表大会７）常務委員会第４回会議で『中華人民共和国特許法』
（原文『中華人民共和国専利法』）が可決された。そして，１９８５年４月１日より前記『特許法』は施
行され，本格的な特許制度が導入されることになった。特許には発明特許，実用新案と意匠を含む
ことが『特許法』によって明確にされた。１９８４年版の『特許法』では，発明特許の保護期間は申請
日より１５年間となっていた。実用新案及び意匠の保護期間は申請日より５年間であり，また特許権
利人が３年間の保護期間の延長を申請することが可能であった。
１９９２年に，１９８４年版『特許法』は改訂され，同法第４５条により発明特許の保護期間は申請日より
２０年間に改訂され，実用新案及び意匠の保護期間は申請日より１０年間に改訂された。２０００年８月２５
日には，第２回目の改訂が行われ，２００１年７月１日より改訂版が施行された。２００８年１２月２７日には，
第３回目の改訂が行われ，２００９年１０月１日より施行された。
このように，中国の『特許法』は幾度かの改訂を経て，保護範囲，保護期間，処罰の強化や侵害
による損害賠償額の算定方法などの内容が明確化されていった。
また，中国は１９８０年代から１９９０年代にかけて主要な知的財産権保護に関する国際機関や国際条約
に加盟してきた。例えば，１９８０年に，中国はWIPO（世界知的所有権機関）に加盟し，１９８４年にパ
リ条約（工業所有権保護）に加入し，１９９３年に PCT（特許協力条約）に加入した。また，２００１年
に，中国は知的所有権の貿易関連の側面に関する協定である TRIPS協定（Agreement on Trade-
Related Aspects of Intellectual Property Rights）にも加入した。
このように，１９８０年代以後，中国は特許制度を設立し，知的財産権の保護に関する国際条約にも
加盟していった。
中国で，特許が出願から登録までのプロセスは基本的に日本とほぼ同様であり，世界５大特許庁
に類似している。以下では，図３を参考にして，特許出願から権利維持までのプロセスを概観して
おく。
 出願（Filing）
出願人は中国知的財産権局に特許を出願し，出願費用を納付する。
７）全国人民代表大会は国会に相当する。憲法上，国家の最高権力機関および立法機関として位置づけられている。
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 公開（Publication）
知的財産権局は出願を受理してから１８か月後に，出願人，住所，発明者名，出願番号，特許請求
の範囲，発明の詳細な説明などを記載する「特許公開公報」を公開する。日本でも，通常出願から
１８か月後に公開される。
ただし，中国では「早期公開制度」を採用している。すなわち，出願人が申請すれば，出願から
１８か月を待たずして公開することができる（中国特許法第３４条，特許法実施細則第４６条）。他方，
公開された後でも，出願人はその特許出願を取り下げることが可能である。
 審査請求（Request for Examination）・実体審査（Examination）
公開後，出願人は特許権を取得したい場合，知的財産権局に実体審査を請求し，審査費用を納付
する。知的財産権局は，出願人の審査請求を受けて初めて実体審査をする。審査請求の可能な期間
図３ 世界５大特許庁の特許出願～権利維持プロセス
（出所：Five IP Offices（２０１５）, p．６８.）
注：EPOは欧州特許庁，JPOは日本特許庁，SIPOは中国特許庁，KIPOは韓国特許庁，USPTO
はアメリカ特許商標庁である。
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は出願から３年間と定められている。ただし，審査請求後においても，出願人は審査請求を取り下
げることができる。また，出願から３年間以内に出願人が審査請求をしなかった場合，取下げと見
なされる。
 登録（Registration）
当該出願が新規性・進歩性が認められるなど特許要件を満たした場合，知的財産権局は出願人に
通知する。出願人は登録手続きを行い登録費用や年金を納付すれば，出願を特許として登録され特
許権が発効する。また，知的財産権局は登録された特許の「登録特許公報」（図４）を公開する。
図４ 登録特許公報のサンプル
注：第１ページのみ。
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また，特許要件を満たさず審査官が拒絶理由を見出した場合，出願人に拒絶理由通知を送付する。
ただし，出願人は拒絶理由に対し，反論や追加補正を提出した上で，再審査を請求することができ
る。審査官は再審査し，拒絶査定または登録査定を最終的に決定する。
 権利維持（Maintenance）
特許維持年金は毎年発生し，３年おきに上昇する。また，特許権の存続期間は出願日から２０年と
定められている。出願人が維持年金を納付しない場合，特許権利は消滅する。年金未納の他，出願
人が特許権を放棄することなどにより特許権利が消滅する場合もある。
５．データと説明変数
ここでは，本稿の実証分析で利用するデータを説明する。
交通輸送設備製造業の企業財務データについて８），中国統計局の工業企業データベース（１９９８～
２００９年）を利用する。中国では，「工業企業報表制度」という制度がある。同制度は，一定規模以
上の工業企業９）が毎年当該年度の工業粗生産や売上高などの財務データを統計局に申告する制度で
ある。工業企業データベースは全国企業が統計局に申告した個票データを収録したデータベースで
ある。企業の売上高や労働者数などは毎年公開されているが，企業の R&D支出データは２００５～２００７
年版のみで公開されている。
本稿では，中国の交通輸送設備製造業（自動車製造業のみならず，鉄道などの輸送設備も含まれ
ている）を対象とし，その中で R&D活動を行っている企業を分析の範囲に限定する。まず，デー
タベースより２００５～２００７年の期間に連続３年間 R&D支出を行った大中規模企業１０）を抽出した。工
業企業データベースには，企業毎に IDが付与されているので，抽出した２００５～２００７年のそれを利
用し，１９９８年から２００９年までのデータベースより，同じ企業のデータを抽出してマッチングした。
ただし，企業は改名や合弁または他の事情により IDが変わる場合がある。そのため企業 IDだ
けでは十分ではない。また，後述するように，企業名称を用いて企業の特許データを検索する。同
一企業の精確な特許データを把握するために，企業名称変更前後の名称を使って検索しなければな
らない。
そこで，IDにより企業を抽出した後，企業名，行政部門への工商登録番号，企業住所，電話番
号，責任者名を使って，同一企業である可能性の候補企業を第二次抽出した。その後，ID以外の
指標が２つ以上合致する企業を残し，ID変更前後の企業設立年，資本金，固定資産，工業粗生産，
売上高，労働者数など重要な指標を見て，同一企業であるかどうかを識別する。さらに，企業のホ
ームページも参考し，改名したがどうかを調べる。また，２００８年のデータベースには，企業 IDが
存在しない。そこで，２００８年のデータに関しては，前記方法を使ってマッチングした。
データを抽出後， ・江・楊（２０１２）を参考し，データクリーニングを行い，以下のような異常
なデータを除外した。
 R&D支出がマイナスのデータ。
８）電子通信設備製造業の企業財務データに関しては，李（２０１６）を参照。
９）一定規模以上の工業企業とは，１９９８～２００６年全部の国有企業及び主要業務の年間売上高が５００万元以上の非国有
企業，２００７～２０１０年主要業務の年間売上高が５００万元以上の工業企業，２０１１年以降売上高が２，０００万元以上の工業
企業である。
１０）前掲注４を参照。
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 経営状況が休業の企業のデータ。
対象企業を抽出した後，さらに，各企業の前後年度の工業粗生産，売上高，労働者数などの重要
な財務指標の変動を見る。前年度と比べ，データの変化が激しいデータ（例えば，従業員数や工業
粗生産が前年度データの半分以下のデータ，または前年度の２倍以上のデータ）に関しては，幾つ
かの主要な指標を比較して判断する。例えば，前年度または２年前に設立したばかりの企業であり，
従業員数，工業粗生産，売上高の伸び率が近いデータの場合は，企業が正常稼働に入ったと考えら
れるため，データを残す。また，資本金や固定資産を見て，企業の生産規模が拡大したと考える場
合，増資後の数年の財務データを見て，安定している場合は，データを残す。ただし，従業員数が
数倍増加したのに，工業粗生産がそれに見合う伸び率に達していない場合は，データを除外する。
また，データベースには，入力ミスがある場合もある。例えば，同一企業は連続数年間で従業員数，
工業粗生産，売上高が安定しているが，ある年で固定資産合計が０の値になっているデータが３件
あった。このようなデータはデータの入力ミスであると考え，推計では固定資産のデータを使わな
いため，当該企業のデータを分析対象に残す。
以上の作業を経て，計４３８社の企業をデータの分析範囲とした。ただし，工業企業データベース
が一定規模以上の企業を収録しているため，ある年にその条件を満たしていない企業は収録されて
いない。また，前述のように異常なデータを除外したので，分析対象の４３８社のデータはアンバラ
ンスパネルデータ（Unbalanced Panel Data）となる。なお，本稿の推計では，PPIを利用して売上
高（工業粗生産の販売額）の名目値を実質化した（２０００年基準）。
企業の特許出願データに関しては，中国知的財産権出版社（IPPH）の特許検索データベース
CNIPRを利用した。このデータベースでは，毎週水曜日に新たしく公開された，あるいは登録さ
れた特許公告のすべてが公開されている。この他に，中国知的財産局のデータベースもあるが，中
国知的財産権出版社（IPPH）の特許検索データベースの方が，収録情報が豊富であり利便性も高
い。
特許データベースには，当然工業企業データベースの企業 IDも産業コードも存在しない。特許
には技術分野 IPCコードが付与されているが，それはその特許の技術分類に割り振られたコード
であり，経済統計の一般的な産業分類には対応していない。例えば，ある自動車部品メーカーが自
動車用圧力センサーの発明特許を出願したとする。その圧力センサーが自動車に取付ける位置に関
するものであれば，輸送機械（B分類）の自動車関連の IPCコードを割り振られる。圧力センサ
ーの核となる基板は半導体であるために，その基板の構造に関するものであれば，半導体の IPC
コードに分類される可能性がある。すなわち，経済統計においてこうした出願企業は自動車産業に
分類されるが，出願した特許は技術分野によって，他の産業（半導体産業）に分類される。そのた
めに，特許の IPCコードと産業分類を簡単に対応させることはできない。
公開特許の書誌情報には企業名が記載されているので，企業名称を使い，前述した４３８社の１９８６
年～２０１６年１２月に公開された発明公開特許を特許データベースにより検索した。ただし，企業名称
が変更となる場合があるために，正確な特許出願数を把握できないこともある。前述した企業の財
務データをマッチングする際に，企業名称が変更になった場合も考慮してデータを抽出したため，
企業改名した場合でも追跡ができる。特許データの収集の際には，旧名称と新名称を同時に使用し
て検索し，特許出願データの取得漏れがないようにした。その結果，４３８社が１９８６年から２０１６年１２
月に公開した２万５，５９９件の特許出願データが取得された。
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さらに，１件の特許出願に関して，国際出願があるかどうかを調べるために，当該特許の外国 fam-
ilyがあるかどうかを調べる必要がある。中国の特許検索データベース CNIPRは特許 familyの収録
は十分になされていない。ここでは，アメリカのレクシスネクシス（LexisNexis）社の特許データ
ベース totalpatentを利用し，CNIPRより入手した特許の公開番号（一件の特許に関しては，公開
番号は一つのみがある）を用いて，その特許の familyを検索した。外国番号の familyがある場合，
当該特許が国際出願である。次に本稿の推計で用いる変数の解説を行う。
APPLYDUMitは出願補助ダミー変数であり，GRANTDUMitは登録補助ダミー変数である。政府
が特許出願補助政策を公布した後，企業は研究開発を行い，出願書類を作成するなど，出願するま
でには時間を要する。すなわち，補助金政策の公布から，企業の特許出願に影響を与えるまでには
タイムラグがある。また，一部の省政府の政策を見ると，補助対象は政策が公布後に出願されたも
のだけでなく，政策が公布された時点ですでに出願・登録された特許も補助対象になる場合がある。
例えば，河北省は２００７年７月１７日に「２００７年度の特許出願補助に関するガイド」（原文「２００７年度
専利申請資助工作指南」）を公布し，２００６年７月１日～２００７年６月３０日に実体審査を請求した特許
出願および登録された特許も補助対象としている（河北省知識産権局２００７）。この政策は公布され
た時点で，補助対象となる特許はすでに出願または登録されているので，前記政策に影響されない。
ただし，特許補助政策は毎年実施されると見込まれるので，その後の特許出願は影響される。その
ために，推計モデルでは，出願補助ダミー変数 APPLYDUMitと登録補助ダミー変数 GRANTDUMit
に関しては，２期のタイムラグをとることにした。
Xitは企業属性による出願行動の違いをコントロールするための変数群である。具体的なコント
ロール変数の候補として，売上高の対数値 SALES，企業が初めて特許出願してからの経験年数 EX-
PYEAR，企業の年齢 AGEなどとした。特許出願数と研究開発費の間に明確な正の相関があること
を初めて実証したのは Pakes and Griliches（１９８４）であった。したがって，売上高よりも研究開発
費を用いることがより望ましいが，研究開発費のデータは３年間（２００５～２００７年）しかなく，サン
プル数が少ない。研究開発費は売上高と強い正の相関があることが知られているため，ここでは，
売上高を研究開発費の代理変数とする。
中国では，特許制度の歴史が短いので，出願経験のない企業も少なくない。出願経験のある企業
は，特許出願書類の書き方や，審査官とのやり取りなどの経験を持ち，次の出願にプラスの影響が
あると考えられる。そのため，Dang and Motohashi（２０１５）を参考にし，初めて特許出願してか
らの経験年数を説明変数に加えた。
中国では，国有企業が優遇されることが多い。そのために，企業の所有制形態をコントロールす
る必要がある。国家統計局（１９９８）が公布した「統計上経済成分の区分に関する規定」（原文「関
於印発『関於統計上劃分経済成分的規定』的通知」）によれば，中国の企業は主に内資企業，
香港・澳門・台湾が投資した企業（合弁または独資），外国が投資した企業（合弁または独資）
に分けられる。内資企業はさらに国有企業，集体企業（資産を当該企業の労働者全体が所有する
企業），聯営企業（２つまたは２つ以上の同じまたは異なる所有制の法人が共同出資で設立した企
業），有限責任企業，株式企業，私営企業，その他の企業などに分けられ，それぞれの企業には登
記コードが付与されている。表１は中国の企業所有制登記形態をまとめたものである。
内資企業のうち，国有企業（コード１１０），国有聯営企業（コード１４１），国有と集体聯営企業（コ
ード１４３），国有独資企業（コード１５１）を国有企業とし，こうした国有企業のダミー変数 statedum
を作成した。
194
また，内資企業のうち，私営企業（コード１７０，１７１，１７２，１７３，１７４）を対象とし，私営企業の
ダミー変数 privatedumを作成した。
さらに，香港・マカオ・台湾投資企業（コード２００～２４０）および外国投資企業（コード３００～３４０）
について，外資企業のダミー変数 fiedumを作成した。
内資企業のうち，上記国有企業や私営企業以外の企業，すなわち集体企業やその他の企業等はベ
ース企業とするので，ダミー変数は作成しない。
以上は企業所有制を登記する場合の所有制形態である。中国では，国有企業と外国企業が設立し
表１ 中国の企業所有制登記形態（１９９８年～２０１０年）１１）
コード 企業登記形態
１００
１１０
１２０
１３０
１４０
１４１
１４２
１４３
１４９
１５０
１５１
１５９
１６０
１７０
１７１
１７２
１７３
１７４
１９０
内資企業
国有企業
集体企業
株式合作企業
聯営企業
国有聯営企業
集体聯営企業
国有と集体聯営企業
その他聯営企業
有限責任会社
国有独資会社
其の他有限責任会社
株式有限会社
私営企業
私営独資企業
私営合作企業
私営有限責任会社
私営株式有限会社
その他の企業
２００
２１０
２２０
２３０
２４０
香港・マカオ・台湾投資企業
合資経営企業（香港・マカオ・台湾資金）
合作経営企業（香港・マカオ・台湾資金）
香港・マカオ・台湾独資経営企業
香港・マカオ・台湾投資株式有限会社
３００
３１０
３２０
３３０
３４０
外国投資企業
中国・外国合資経営企業
中国・外国合作経営企業
外資企業
外国投資株式有限会社
（出所：国家統計局（１９９８））
１１）２０１１年９月３０日に，国家統計局・国家工商行政管理総局（２０１１）は連名で「企業登記類型の区分の規定の調整
に関する通知（国統字［２０１１］８６号）」（原文「関於劃分企業登記注冊類型的規定調整的通知（国統字［２０１１］８６
号）」）を公布し，１９９８年版の企業登記類型を修正した。香港・マカオ・台湾投資企業にその他の香港・マカオ・
台湾投資企業（コード２９０），外国投資企業にその他の外国投資企業（コード３９０）が追加され，内資企業の分類は
修正されていない。そのために，本稿のダミー変数の作成には影響を与えない。
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た合弁企業の場合，外資比率が２５％以上（上場企業の場合，１０％以上）であれば，企業所有制を登
記する際に，外資企業として登記される。前記合弁企業の資本金の中で，国有資本が外資より多い
場合，登記上外資企業であるが，実際には国家資本がその企業を支配する。民間企業と外国企業が
設立した合弁企業も同様である。
徐（２０１３）は，上記の登記所有制形態を用いる場合，中国国内企業の過小評価および外資企業の
過大評価を招くという欠点があるので，企業の所有制形態を正しく反映させるためは，登記形態で
はなく，資本支配を用いるべきであると指摘している。本研究では，徐（２０１３），劉（２０１４）を参
考にし，資本支配状況に基づく企業所有制形態のダミー変数も作成した。劉（２０１４）は同じ中国統
計局の工業企業データベースを用いて，各企業の出資総額のうち，国，集体，個人，外資などから
の出資額を利用して，それぞれの出資シェアを算出し，出資シェアが最大の出資主体によって企業
の所有制形態を決めている。
工業企業データベースには，企業支配状況（原文「控股情況」または「国有控股」）の項目が公
開されている。本研究では，劉（２０１４）と違い，工業企業データベースが掲載されている企業支配
状況を利用することとする。企業支配状況が国家支配であれば，ダミー変数majorstateを作成し，
私営支配であれば，ダミー変数majorprivateを作成した。また，香港・マカオ・台湾支配と外資支
配をまとめて，ダミー変数majorfieを作成した。残りの集体支配とその他はダミー変数を作らず，
ベースとする。
６．特許補助政策
本稿の分析の目的は，中国における特許補助政策が特許出願の質に与えた影響を分析することに
ある。そこで以下では中国特許補助政策の経緯と内容について述べておこう。
中国中央政府は２０００年代半ばから「国家知的財産権戦略」を制定し，２００８年に「国家知的財産権
戦略綱要」を公布した。ただし，中央政府が「国家知的財産権戦略」を公布する前に，各地方政府
はすでに特許出願を奨励する政策を打ち出していた。
１９９９年に，上海市政府は上海の企業・大学・研究機関または住民を対象とし，出願費用や実体審
査請求費用を補助する政策を打ち出した。その後，他の地方政府も同様に特許補助金政策を公布し
た。２００７年までに，全国の３１の省・直轄市・自治区のうち，寧夏及び甘粛を除き，２９の省・直轄市・
自治区が特許出願に補助金を支出することになった。なお，寧夏は２０１１年まで省レベルの特許補助
金政策を実施していなかったが，省都の銀川は２００７年にすでに特許補助金政策を打ち出していた。
さらに，多くの省では，特許補助のための専用資金枠（専項資金と呼ばれる）を設立し，特許出
願数や登録数を行政目標として各省の「５ヵ年計画」に定めた。例えば，北京市は２００７年１月に「北
京市第１１次５ヵ年計画期の知的財産権事業の発展計画」（原文「北京市『十一五』時期知識産権事
業発展規画」（２００６～２０１０年））を公布した。同「計画」では，２０１０年の目標として，北京市の１
万人当たりの特許出願数を１８件に達すること（うち：発明特許は１２件），１万人当たりの特許登
録数を８件に達すること（うち：発明特許は５件），３００社の特許実施デモンストレーション企業
の育成，２０～３０社の自主的知的財産権を有するグローバル大企業グループを重点的に育成するこ
とが掲げられた。さらに，自主知的財産権の取得件数は，ハイテク・ニューテク企業の発展の重要
な基準とされ，特許出願数は北京市の財政資金投入計画によるイノベーション政策成果を評価する
ための重要な指標とされることとなった（北京市知識産権局２００７）。
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中国政府が公布した「第１２次５ヵ年計画」（２０１１～２０１５年）では，２０１５年までに１万人当たりの
発明特許取得件数を３．３件に高めることが目標とされた。実際に，国家知識産権局（２０１５）による
「中国有効特許年度報告２０１４」（原文「中国有効専利年度報告２０１４」）によれば，２０１４年に１万人当
たりの発明特許取得件数がすでに４．９件に達し目標を上回った。
前述したように，特許補助政策は省によって異なっている。出願する時点で補助する省があれば，
登録後に補助する省もある。また，出願費用，審査費用，登録費用に加え，維持年金や弁理士の代
理費用までも補助する省があれば，一部の費用のみを補助する省もある。しかも，ほぼすべての省
は特許補助政策を頻繁に改訂している。
ここでは，一部の省が実施した特許補助政策の例を見てみよう。
 広東省の例
２０００年に，広東省は「広東省発明特許の申請費用を補助する暫定措置」（原文「広東省発明専利
申請費用資助暫行弁法」）を公布した。同「暫行弁法」によれば，広東省のすべての企業，行政機
関，研究機関，あるいは住民個人が特許を出願する場合，特許出願費用及び審査費用の全額補助を
申請できる（広東省知識産権局２０００）。
 上海市の例
上海市は１９９９年に初めて特許補助政策を打ち出し，２００２年２月に「上海市特許費用補助方法」（原
文「上海市専利費資助弁法」）を改訂した（上海市知識産権局２００２）。この改訂により，上海市のす
べての企業・機構・団体・住民が補助の対象とされ，特許（発明特許，実用新案，意匠をすべて含
む）の出願費用，審査費用，登録費用，及び登録年の維持年金が実費で補助される。
２００５年７月に，上海市は上記「上海市専利費資助弁法」を再び改訂し，発明特許のみ登録後１年
目の維持年金補助が３年間に延長された（上海市知識産権局２００５）。
７．実証結果
すでに述べたように，２０１３年から中国は世界第３位の PCT特許出願国となった。そこで，ここ
では，各省政府が実施した特許補助政策は企業の外国出願の急増に影響を与えたか否かをバイナリ
ー分析により検討する。一般に，外国特許出願は，特許の質を表す指標と考えられている。そこで
ここでは，特許補助金政策が特許の質に与えた影響を分析するため，外国出願と特許補助金政策の
関係を検討する。
ここで，電子通信設備製造業に関する分析では，各企業が各年に国内へ出願した特許のうち，
WIPOにも出願した場合１２）は件数を問わずその企業のその年の PCT出願を１とし，出願がなけれ
ば０とする pctdum変数を被説明変数とする。pctdumはダミー変数なので，バイナリデータモデ
ルを利用する。仮定される確率分布は正規分布（probitモデル）とロジット分布（logitモデル）と
した。また，サンプルは５３８社のアンバランスパネルデータのため，推計には企業毎の個別効果（ラ
ンダム効果）を入れ，売上高や企業の所有制別ダミーなどの企業毎の特性でコントロールしている。
企業の出願数のばらつきはかなり大きい。華為（Huawei）と中興（ZTE）は PCT出願の世界上
位出願人ランキングにも入っている。World Intellectual Property Organization（２０１６）によれば，
１２）WIPO出願には２つのケースがある。先に国内に出願し，その後WIPOに出願する。先にWIPOに出願し，
その後３０ヵ月（３０ヵ月は基本である。国によって変わる場合がある）以内に国内に移行する。
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２０１５年に，華為（Huawei）は３，８９８件の PCT出願（公開ベース）で，２年連続で世界第１位の PCT
出願人となり，中興（ZTE）は２，１５５件の PCT出願で引き続き世界第３位となった。そのために，
この２つ企業をコントロールする必要がある。そこで，華為（Huawei）と中興（ZTE）２社のダ
ミー変数 HWZTEを追加して推計した。
表２に，電子通信設備製造業の５３８社のデータベースの基本統計量を示している。売上高など企
業の財務データは１９９８～２００９年のアンバランスパネルデータであり，特許出願数，出願補助ダミー
および登録補助ダミーはバランスパネルデータである。
表３は電子通信設備製造業のバイナリー分析の推計結果を示している。推計［１］と［２］では
PCT特許出願が行われる確率を売上高，出願補助ダミー，登録補助ダミー，特許出願経験年数で
説明したものであり，企業の所有制はコントロールしていない。また，推計［１］は Probitモデ
ルの推計結果であり，推計［２］は Logitモデルの推計結果である。売上高の対数値 logsalesは推
計［１］と［２］いずれも正で１％水準で有意である。出願補助ダミー applydumに関しては，Pro-
bitモデルと Logitモデルで両方とも正で５％有意である。登録補助ダミー grantdumはいずれも有
意ではない。特許出願経験年数 expyearは１％の有意水準で正である。また，２社のダミー変数
HWZTEは１％で有意であり，パラメーターは他の説明変数のパラメーターよりはるかに大きい。
例えば，Logitモデルでは，売上高 logsalesのパラメーターは３．２であるが，２社のダミー変数
HWZTEは１１．６７であり，かなり高い。すなわち，この２社のダミーは PCT出願の有無を定量的に
強く説明している。
次に，推計［３］と［４］は企業年齢 ageおよび資本支配上の所有制ダミー変数majorstate，ma-
jorfie，majorprivateを説明変数に追加して推計したものである。売上高はやはり１％有意であり，
パラメーターも大きくなった。出願補助ダミーは Probit，Logitモデル共に正で５％有意である。
表２ 電子通信設備製造業データの基本統計量（１９９８～２００９年）
変数 平均 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数
application １１．９０８ １７６．９８５ ０ ５８３１ N＝６４５６
pctdum ０．００７ ０．０８５ ０ １ N＝６４５６
logsales ５．６０１ ０．７３２ ３ ８ N＝４６２１
applydum ０．６６１ ０．４７３ ０ １ N＝６４５６
grantdum ０．２０４ ０．４０３ ０ １ N＝６４５６
expyear １．３２９ ２．９１０ ０ ２３ N＝６４５６
age １３．７０３ １２．７８２ ０ ７３ N＝４６２１
majorstate ０．３０８ ０．４６２ ０ １ N＝４６２１
majorfie ０．１８７ ０．３９０ ０ １ N＝４６２１
majorprivate ０．０８６ ０．２８０ ０ １ N＝４６２１
statedum ０．１４０ ０．３４７ ０ １ N＝４６２１
fiedum ０．５０６ ０．５００ ０ １ N＝４６２１
privatedum ０．０７５ ０．２６３ ０ １ N＝４６２１
sales ２，３６０，２１３ １１，１００，０００ ７４５ ２７９，０００，０００ N＝４６２１
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ただし，登録補助ダミーは有意ではない。特許出願経験年数のパラメーターはあまり変化がな
く，１０％有意である。資本支配上の国有企業ダミーmajorstateは有意ではないが，外資企業ダミー
majorfieと私営企業ダミーmajorprivateはいずれも正のパラメーターに推計され，１０％または５％
有意である。私営企業ダミーmajorprivateは外資企業ダミーmajorfieよりもパラメーターが大きい。
つまり，私営企業の国際出願数が多いことが説明されている。国有企業は集体企業・その他の企業
と比べて，PCT出願は統計的に有意な差がない。また，企業年齢 ageに関してはいずれも有意で
表３ 国際出願の特許生産関数の推計（電子通信設備製造業）
Probit
［１］
Logit
［２］
Probit
［３］
Logit
［４］
Probit
［５］
Logit
［６］
pctdum pctdum pctdum
logsales １．６５６９
［３．５４］＊＊＊
３．２０１６
［３．７０］＊＊＊
２．２３１６
［３．１１］＊＊＊
４．６６１６
［３．９８］＊＊＊
１．６７２１
［３．４６］＊＊＊
３．１２０６
［３．４９］＊＊＊
applydum（－２） １．８１６４
［２．１３］＊＊
３．２３１５
［２．０１］＊＊
２．０３３３
［２．１３］＊＊
３．６４２８
［２．０２］＊＊
１．８４２５
［２．１２］＊＊
３．２７２８
［２．０１］＊＊
grantdum（－２） －０．０１３２
［－０．０２］
０．０２８６
［０．０２］
０．１３０９
［０．１７］
０．４６９
［０．３２］
０．０２１
［０．０３］
０．０７０９
［０．０５］
expyear ０．１９９９
［２．９０］＊＊＊
０．３７９２
［２．９８］＊＊＊
０．１７１６
［１．８４］＊
０．３３４１
［１．８８］＊
０．２２８２
［２．７８］＊＊＊
０．４２１２
［２．８３］＊＊＊
age －０．０３９３
［－０．６８］
－０．０８１３
［－０．６７］
－０．０２５６
［－０．５７］
－０．０４４７
［－０．５６］
majorstate ０．６８２２
［０．７３］
１．５８１２
［０．９２］
majorfie １．０３３７
［１．８５］＊
１．９４９１
［１．８８］＊
majorprivate ２．７１９５
［２．１３］＊＊
５．５７４６
［２．４０］＊＊
statedum omitted omitted
fiedum －０．２３９７
［－０．３４］
－０．３０６７
［－０．２３］
privatedum omitted omitted
hwzte ６．２８３４
［２．６８］＊＊＊
１１．６７４
［２．６６］＊＊＊
７．２３９６
［２．６８］＊＊＊
１４．１７６
［２．７０］＊＊＊
５．９４０５
［２．４６］＊＊
１０．８９４８
［２．４６］＊＊
_cons －１９．５４７４
［－５．４４］＊＊＊
－３７．２５１７
［－５．５９］＊＊＊
－２４．４３０７
［－４．０５］＊＊＊
－４９．９７０５
［－５．３１］＊＊＊
－１９．２５４４
［－５．３７］＊＊＊
－３５．７４３９
［－５．２５］＊＊＊
lnsig2u
_cons ２．０６０２
［５．２６］＊＊＊
３．３４３５
［８．７３］＊＊＊
２．２１５６
［４．６７］＊＊＊
３．６７４１
［１０．９２］＊＊＊
２．０８６７
［５．３６］＊＊＊
３．３０２
［７．８８］＊＊＊
log likelihood
N
－９３．１９
４６２１
－９３．１４
４６２１
－８８．５６
４６２１
－８８．６８
４６２１
－９１．８１
３６２６
－９１．７６
３６２６
＊ p＜０．１，＊＊ p＜０．０５，＊＊＊ p＜０．０１
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はない。２社のダミー変数 HWZTEは正で１％有意であり，パラメーターはさらに大きくなった。
第３に，推計［５］と［６］は登記上の企業所有制ダミーを説明変数として推計したものである。
売上高，出願補助ダミー，特許出願経験年数はやはり統計的に有意である。ただし，登録補助ダミ
ーは有意ではない。国有企業 statedum，外資企業 fiedum，私営企業 privatedumはいずれも統計的
に有意ではない。２社のダミー変数 HWZTEは正で５％有意であり，パラメーターは依然として
最も大きい。
以上の推計から，電子通信設備製造業の中国企業の PCT出願は，主に企業の売上高，地方政府
の出願補助ダミー，華為（Huawei）と中興（ZTE）２社のダミー変数 HWZTEおよび特許出願経
験年数で説明できる。各省政府が実施している特許出願補助政策はおおむね中国企業の PCT出願
に正の影響を与え，ある程度質の改善にも貢献していることが実証された。
次に，表４は交通輸送設備製造業の４３８社のデータベースの基本統計量を示している。売上高な
ど企業の財務データは１９９８～２００９年のアンバランスパネルデータであり，特許出願数，出願補助ダ
ミーおよび登録補助ダミーは１９９８～２０１０年のバランスパネルデータである。
交通輸送設備製造業についての結果を表５に示す。電子通信設備製造業と違い交通輸送設備製造
業では，PCT出願だけでなく，外国出願の有無を被説明変数とした。また，企業の売上高データ
は２００９年までなので，２０１０年の国際出願データを使うために，売上高に関しては，１期のタイムラ
グをとる。また，推計には企業毎の個別効果（ランダム効果）を入れる。
推計［１］と［２］は，国際特許出願が行われる確率を，売上高，出願補助ダミー，登録補助ダ
ミー，特許出願経験年数で説明したものであり，企業の所有制はコントロールしていない。また，
推計［１］は Probitモデルの推計結果であり，推計［２］は Logitモデルの推計結果である。売上
高の対数値 logsalesは推計［１］と［２］いずれも正で５％または１％水準で有意である。出願補
表４ 交通輸送設備製造業データの基本統計量
変数 平均 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数
application ０．９３９ １２．７６２ ０ ４９４ N＝５６９４
familydum ０．００８ ０．０８７ ０ １ N＝５６９４
logsales ５．５００ ０．７１５ ２．７２３ ７．８６９ N＝３８８８
applydum ０．４６２ ０．４９９ ０ １ N＝５６９４
grantdum ０．３５２ ０．４７８ ０ １ N＝５６９４
expyear １．３６５ ３．１７３ ０ ２６ N＝３６４０
age １８．６６５ １８．６９５ ０ １４２ N＝３８９３
majorstate ０．４５３ ０．４９８ ０ １ N＝３８９４
majorfie ０．０７０ ０．２５５ ０ １ N＝３８９４
majorprivate ０．１２５ ０．３３１ ０ １ N＝３８９４
statedum ０．２０５ ０．４０４ ０ １ N＝３８９４
fiedum ０．２９６ ０．４５７ ０ １ N＝３８９４
privatedum ０．１０５ ０．３０７ ０ １ N＝３８９４
sales １，６５３，７４６ ５，５３２，４２０ ５２９ ７４，０００，０００ N＝３８８８
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助ダミー applydumおよび登録補助ダミー grantdumに関しては，電子通信設備製造業と同様に２
期のタイムラグをとって推定したが，有意な結果を得られなかった。そこで，３期のタイムラグを
とって推計した。登録補助ダミー grantdumに関しては，Probitモデルと Logitモデルで両方とも
正で５％有意である。出願補助ダミー applydumはいずれも有意ではない。特許出願経験年数 ex-
pyearは１％の有意水準で正である。
次に，出願ダミー及び登録ダミーに関しては４期のタイムラグをとった。推計［３］と［４］は
その推定結果を表している。売上高の対数値 logsalesは依然として正で５％または１％水準で有意
である。出願ダミー applydumに関しては，Probitモデルと Logitモデルで両方とも有意性は確認
できなかったが，登録ダミー grantdumは有意な結果となった。特許出願経験年数 expyearは５％
の有意水準で正である。企業の年齢 ageは有意でなかった。また，登記上の企業所有制をコント
ロールすると，国有企業ダミー statedumは有意ではなかった。Logitモデルでは，外資企業ダミー
は負で１０％有意である。
最後に，出願ダミーおよび登録ダミーに関しては，５期のタイムラグをとる（推計［５］と［６］）。
その結果，いずれも正で１０％有意となった。売上高の対数値 logsalesは依然として正で５％または
１％水準で有意である。特許出願経験年数 expyearも５％の有意水準で正である。国有企業ダミー
は有意でないが，外資企業ダミーは負で１０％有意である。
以上の結果から，政策効果は登録段階で見出され，タイムラグを入れると有意性が確認できる場
合が多く，特許の質に関しては時間をおいて政策が効果を発揮しているものと考えられる。これは，
交通輸送設備製造業において国有企業が多いことが関連しているものと推察される。
８．まとめ
本稿では，近年急増がみられる中国特許出願の質が，特許政策と関係があるか否かを実証的に分
析した。先行研究の李（２０１６）では，電子通信設備製造業に関する分析を行ったが，本稿ではこれ
に交通輸送設備製造業の分析を付け加えた。一般に，外国出願はその質が高いと考えられている。
そこで，本稿では企業属性データによるコントロールを行い，特許補助政策が外国出願に与えた影
響を，バイナリー分析を用いて検証した。
その結果，電子通信設備製造業については，各省政府の特許補助政策のうち，出願補助ダミーは
国際 PCT出願に正で有意な影響が検出された。また，出願数が最も多い２社華為（Huawei）と中
興（ZTE）をコントロールしても，出願補助ダミーはやはり国際 PCT出願に正に寄与し，パラメ
ーターも大きくなり，有意水準も強くなった。さらに，資本支配上の企業所有制の外資企業ダミー
と私営企業ダミーはいずれも正で有意に推計されており，私営企業ダミーのパラメーターは最も大
きい。
次に交通輸送設備製造業について，登録ダミーに関しては，タイムラグを入れることにより有意
性が確認できた。出願ダミーに関しては，より長いタイムラグをとる場合，有意となるが，登録ダ
ミーほど頑健な結果ではなかった。このような結果は，出願段階よりも登録段階における補助政策
が効果を発揮しやすいことを示唆しているといえよう。
以上の分析から，政府の特許補助政策は，中国の特許出願の質と密接な関係にある可能性のある
ことがわかった。このような結果は，次のような政策含意を持つと考えられる。
電子通信設備製造業について，国際 PCT出願を分析したバイナリデータモデルでは，私営企業
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ダミーのパラメーターが最も大きく推計された。すなわち，政府からのその他の優遇をあまり受け
られない私営企業において，特許補助政策の効果が一層強い。中国の所有制に着目した企業に関す
る数多くの研究では，国有企業よりも私営企業のほうが生産性は高いことが実証されている。中国
の経済成長において私営企業の役割はますます重要となることは必至である。その意味では，私営
企業に対してより強い効果をもたらしている特許補助政策は評価されよう。
また，電子通信設備製造業において，国際 PCT出願に対し，各省政府の出願補助金は PCT出願
にプラスに影響していることが検証された。一般に，外国出願がある特許は質が高いと考えられて
いるため，各省政府の特許出願補助政策は特許の質の改善に寄与している可能性が示唆された。そ
の意味では，政府の特許補助政策は特許の質にもある程度は効果を与えたと評価されよう。
一方，交通輸送設備製造業について，各省政府の登録補助金は外国出願に対してプラスな影響を
与えたことが明らかとなった。また，出願補助金に関しては，より長いタイムラグをとることによ
り，有意な正の影響が検出された。交通輸送設備製造業に関しても，各省政府の特許出願補助政策
は特許の質の改善に効果を与えた可能性があると評価できる。
ただし，電子通信設備製造業と違い，企業所有制ダミーはあまり有意ではなかった。中国では，
交通輸送設備製造業は政府により規制され，電子通信設備製造業ほど自由に参入できない。交通輸
送設備製造業の中の自動車製造業に関して，合弁会社が多くあるが，外資の出資比率が５０％以下に
とどめることが政府によって規制されている。すなわち，国有資本による支配が政策によって確保
されている。また，鉄道や飛行機製造業は，自動車製造業よりも制限が強く，ほぼ国有企業による寡
占状態が成立している。したがって，私営企業の企業数が少ないため，推計することができなかった。
本稿では，幾つかの課題が残されている。まず，本稿では，単に特許出願数の増加を実証分析し，
特許の質に関する分析はまだ十分とはいえない。
第１に，特許の質に関する指標を外国出願に求めざるを得なかった点である。確かに，Lanjouw
and Schankerman（１９９９）の分析では，特許の質を説明する潜在変数の中に外国出願数が含まれて
いる。しかし，質を規定する変数としては被引用回数や請求項数の方が優れていることが実証され
ている。また，権利維持期間なども有力な指標と考えられている。したがって，特許の質の代理指
標として，被引用回数，権利維持期間，請求項数などの指標と補助金政策との関連を検討すること
が今後必要となろう。
第２に，国際出願に伴う諸費用を中国政府が補助している可能性が大きいということである。一
般に，国際特許出願が質の代理指標と見なされるのは，出願先国の特許料負担や翻訳費用などが発
生するためである。しかし，これらの経費についても中国政府は補助金を出している可能性がある。
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